
仕様書 

研究船「よこすか」の運航及び調査支援等に関する業務委託



1. 件名
研究船「よこすか」の運航及び調査支援等に関する業務委託

2. 目的
国立研究開発法人海洋研究開発機構（以下、「機構」という）は、海洋に関する研究及び調査観測
技術の向上を目的として、機構所有の研究船等、深海調査システム、海底試料採取機器、次世代深
海探査システム、調査観測機器類等の運用を行っている。 
本仕様は深海潜水調査船支援母船「よこすか」の運航及び管理、深海調査システム・次世代深海
探査システム・調査観測機器類の運航・運用及び管理、物理構造探査・堆積物の採取等深海調査・
学術研究調査・各種調査研究に関する調査支援等の委託業務について定める。 

3. 履行場所
深海潜水調査船支援母船「よこすか」船上、寄港地港湾、機構横須賀本部及び機構関連施設、
受託者施設、その他機構が承認する場所 

4. 履行期間
2026年 4 月 1日（水）から 2033年 3月 31 日（木）まで
※年間の航海は別紙 1 の運航計画とする。（天候等による各航海の計画変更は含むものとするが、
計画に含まない航海については別途協議とする。）

5. 対象船舶及び深海調査システム等
(1) 対象船舶：深海潜水調査船支援母船「よこすか」
(2) 深海調査システム

1) 有人潜水調査船「しんかい 6500」
2) 自律型深海探査機「じんべい」
3) 自律型深海探査機「うらしま 8000」

(3) 次世代深海探査システム「ゆめいるか」、「AUV-NEXT」
(4) 調査観測機器等（別紙 2）
(5) 持込調査観測機器等（別紙 2）
(6) その他 観測ウインチ等

※参考資料
1) 深海潜水調査船支援母船「よこすか」主要目（資料 1「機構所有船舶主要目一覧」）
2) 有人潜水調査船「しんかい 6500」主要目（資料 2「探査機主要目一覧」）
3) 自律型深海探査機「じんべい」主要目（資料 2）
4) 自律型深海探査機「うらしま 8000」主要目（資料 2）
5) 次世代深海探査システム「ゆめいるか」、「AUV-NEXT」主要目（資料 2）
6) 調査観測機器等 主要目（SCS、PMCS、OBS）（資料 3～5）
7) 観測ウインチ等一覧（資料 6）
8) 船舶法定検査スケジュール（資料 7）

6. 研究船乗組員、運航要員及び観測技術員（※1）
当該研究船を運航するに当たっての研究船乗組員、深海調査システム等の運航要員、観測技術員

は下記のとおり配乗すること。 
(1) 各航海の調査内容に対応出来る人数を配乗すること。
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(2) 研究船乗組員については、航海中は 30 名以内の範囲において、基準となる人数を機構と協議の
うえ定めることとする。ただし、業務内容により、安全性と効率性に照らし、定めた基準と異な
る運用が適切な状況となった場合、受託者は都度事前に機構に乗組員名簿を提出し、機構の承認
を得ることとする。

(3) 深海調査システム等の運航要員については、使用する深海調査システム等を実施要領に記載さ
れた通りに運用できるだけの人数を配乗すること。

(4) 観測技術員については原則として、実施要領に記載された人数を配乗すること。
(5) 業務内容の変更等が発生する場合において、事前に協議のうえ、労働安全を前提としたうえで、
必要な人数に変更できるものとする。

(6) 事前に機構の承認を得た場合、技術の継承や向上のため研修員を乗船させることができるもの
とする。ただし、係る費用は原則として受託者負担とする。

(7) 本委託業務に必要な教育、訓練、研修等については機構の承認を得たものを実施すること。

※1 観測技術員
観測技術員とは、研究船乗組員・研究者（調査観測研究の計画立案・実施者）と綿密な連携のも
と、下記一連の流れに沿った調査観測研究航海の支援を主として行うものをいう。
1. 機構が実施する調査観測研究航海における調査支援対象の調査観測機器の事前準備・整備
（7.3.3、7.3.4 及び 7.3.5）

2. 航海中の調査観測機器を用いた調査支援対象のデータ・サンプルの取得・処理補助（7.4.1(3)～
(5)）

3. 航海後の調査支援対象の調査観測機器の保守・整備（7.3.3、7.3.4及び 7.3.5）

※2 当該船舶と機構運航船舶「白鳳丸」において、別途調整により、それぞれの研究船乗組員が相
互に乗船することもあり得る。

7. 業務内容
(1) 業務の指示

1) 機構は、年間の研究船等の運航に係る計画及び各航海の詳細を記載した実施要領を定め、その
内容を通知する。運航に係る計画に変更が生じた場合は、その都度通知する。

2) 機構は、実施要領に基づき研究船に行動を指示するときは、指示内容を記載した文書を交付す
る。ただし、小規模又は軽微なものは文書の交付を省略する場合がある。

3) 行動中の研究船等の運航に係る事項については、機構が定める研究船運用規程に従い報告する
こと。

(2) 船上での意思決定及び作業
機構は、研究船の航海ごとに、機構が指名した実施される調査等を統括する首席研究者もしくは
東京大学大気海洋研究所に設置されている研究船共同利用運営委員会から指名された共同利用研
究航海を統括する主席研究員を乗船させる。船長、有人潜水船の運用に係る現場責任者及び無人
探査機の運用に係る現場責任者は、機構が定めた実施要領の範囲内において首席研究者もしくは
主席研究員の指示に基づき、緊密な連携のもと運航に係る作業等を行うこと。 

(3) 機構からの指示に依り難い場合
1) 船体、船上設備又は搭載機器等の損傷等により、行動の継続が困難となった場合は、機構にそ
の状況を報告し新たに指示を受けること。

2) 天候不良、事故の発生等により、機構からの行動の指示に従うことが困難となったときは、首
席研究者もしくは主席研究員と協議の上予定を変更し、その旨を機構に報告する。

3) 機構からの行動の指示に従うことが困難であると認める事由が生じた場合において、緊急を要
するときは、当該指示によらず研究船等を運航することができる。なおこの場合、機構に対し、
速やかにその旨を報告しなければならない。
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(4) 業務の実施
受託者は上記指示に基づき以下の業務を行うこと。（詳細は別紙 3 の通りとする。）
1) 機構の策定する年間の運航に係る計画及び各航海の詳細を記載した実施要領に基づき当該船
舶を運航及び管理すること。

2) 深海調査システム等搭載する調査観測機器類の運用及び管理を行い、更に調査支援業務を行う
こと。

3) 本委託業務を履行するために必要なすべての許認可を取得し、旗国、無害通航する沿岸国、寄
港国の法令及び機構が定める研究船運航に関する諸規程等を遵守し、運航すること。

7.1. 深海潜水調査船支援母船「よこすか」運航に係る業務 
7.1.1. 研究船運航業務 

(1) 研究船運航
(2) 運航他業務に関する許認可取得
(3) 運航管理
(4) 運航体制の構築
(5) 乗組員手配
(6) 港湾関連サービス、許認可、届出等港湾関連手配
(7) 船舶保険手続き支援
(8) 通信サービスの提供及び管理
(9) 供食及び清掃
(10) 深海調査システム及び調査観測機器等の運用
(11) その他・付帯するサービス

7.1.2. 船体・設備の保守整備・修繕業務 
(1) 保守整備計画立案
(2) 法定検査及び試験実施
(3) 機能維持及び日常保守
(4) 修繕工事（ドック工事）の実施
(5) 改良及び改造工事の実施
(6) 性能確認試験の実施
(7) その他・保守及び管理

7.1.3. 一般公開・特別公開及び見学等支援業務 
(1) 一般公開及び特別公開対応
(2) 見学者対応

7.2. 深海調査システム（「しんかい 6500」、「じんべい」及び「うらしま 8000」）等の運用に係る   
業務 

7.2.1. 深海調査システム（「しんかい 6500」、「じんべい」及び「うらしま 8000」）等の運用 
(1) 運航要員手配
(2) 潜航計画策定及び安全検討
(3) 潜航海域等の事前調査
(4) 運用体制の構築
(5) 深海調査システム等の運用
(6) 深海調査システム等の修理及び復旧
上記運用は、他船で運用する場合にも実施すること。

7.2.2. 深海調査システム（「しんかい 6500」、「じんべい」及び「うらしま 8000」）等の保守整備 
(1) 保守整備
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7.3. 調査観測機器等（別紙 2）の運用に係る業務 
7.3.1. 調査観測機器等①の運用 

(1) 運用体制の構築
(2) 運用、機能維持及び日常保守

7.3.2. 調査観測機器等①の保守整備 
(1) 保守整備
(2) 修繕工事の実施
(3) 改良及び改造工事の実施
(4) 性能確認試験の実施

7.3.3. 調査観測機器等②の運用 
(1) 観測技術員の手配
(2) 観測作業支援
(3) 運用

7.3.4. 調査観測機器等②の保守整備 
(1) 保守整備
(2) 修理及び復旧

7.3.5. 持込観測、調査機器等の運用 
(1) 観測技術員の手配
(2) 持込機器の準備等作業（調査観測機器等、持込機器の運用）
(3) 運用

7.4. 調査支援業務 
7.4.1. 船上等における調査支援業務 

(1) 観測技術員の手配
(2) 調査支援業務体制の構築
(3) 調査支援にて取得・作成したデータの提出及び処理等支援
(4) 研究航海における調査支援
(5) その他調査支援

7.5. 「次世代深海探査システム」の運用支援及び開発支援業務 
7.5.1. 次世代深海探査システム（「ゆめいるか」及び「AUV-NEXT」等）の運用支援及び開発支援
業務 
(1) 次世代深海探査システム（「ゆめいるか」及び「AUV-NEXT」等）の運用支援
(2) 機構にて開発中のその他次世代深海探査システムの作業支援
(3) 機構にて開発中のその他次世代深海探査システムの開発支援
なお、上記支援は、他船で運用する場合にも実施すること
※「うらしま 8000」は令和 7 年度に開発が完了し運用機器となる予定だが、開発完了に至らな
かった場合には、開発支援を行うこと。

7.6. その他業務 
7.6.1. 機構外部への機器貸出 

(1) 機器貸出支援
7.6.2. 深海調査システム及び調査観測機器マニュアル作成及び改訂 

(1) オペレーションマニュアルの作成及び改訂他
7.6.3. 運航及び調査技術の向上 

(1) 研修・講習会への参加他、技術向上のための教育及び訓練
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7.6.4. 防災訓練 
(1) 防災訓練への参加 

7.6.5. 機構各種委員会 
(1) 各種委員会への参加 

 
7.7. 資機材の調達及び管理 

当該船舶の運航並びに深海調査システム等に必要な資機材の調達及び管理については下記に基
づき行うこと。 
(1) 原則として機構の指示により行うものとする。（契約・調達は別途合意されない限り、原則的
に競争入札又は競争的交渉によるものとし、またすべての過程は透明性が確保されなければな
らない。） 

(2) 資機材の管理は原則として機構が定める物品管理に関する諸規程等に則り行うこと。 
1) 研究船等の運航に必要な資機材の調達及び管理 
2) 船上事務機器の調達 
3) 予備品の維持管理（陸上保管品を含む） 
4) 工具・備品類の維持管理（計測器等の校正を含む） 
5) 資材・消耗品類の維持管理 
6) その他資材・消耗品の購入等 

 
7.8. 環境安全管理 

(1) 安全管理システムの構築 
(2) 規程構築 
(3) 再委託先の安全管理 
(4) 安全機器の装備 
(5) 安全管理システムに従った運用 
(6) MLC 順守のための要件整理 
(7) リスクアセスメント 
 

7.9. 提出書類 
(1) 運航業務関連報告書 
(2) 保守整備関連報告書 
(3) 調査支援業務関連報告書 
(4) 運航及び調査技術の向上関連書類 
(5) 経理・財務業務関連報告書 
(6) 最終報告書 
(7) その他提出書類 

 
7.10. その他 

(1) その他、機構と受託者の合意による業務 
 

8. 秘密情報の取扱いに係る業務：有 
機構から提供した情報に対しては、機構が制定した情報セキュリティ管理規程及び情報セキュリ
ティ対策実施規則において指定された対応を行うこと。 

 
9. 個人情報の取扱い 

9.1. 個人情報の取扱いに係る業務：有 
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9.2. 個人情報の内容 
(1) 航海実施要領書 
(2) 各調査航海に係るデータ・サンプルのメタデータシート 
(3) 乗船案内 
(4) 研究者・観測技術員名簿 
(5) 訪船者リスト 
(6) 見学のお知らせ 
(7) クルーズレポート 等 
 

9.3. 提出書類 
(1) 個人情報保護管理体制等報告書（別記様式１（特約第４条関係））：契約締結後及び毎年度開始
後速やかに 

(2) 個人情報消去・廃棄等報告書（別記様式 3（特約第 10 条関係））：業務完了後速やかに 
 

9.4. 個人情報の取扱いについては特約条項に従うこと。定めのない事項については、必要に応じて
機構担当者の指示に従うこと。 

 
10. 情報セキュリティに関する要件 

受託者は本契約を実施するにあたり、別紙 4に定める事項を厳守すると共に、情報漏えい等のセキ
ュリティインシデントが発生しないように努めること。 

 
11. 業務の引継ぎ 

受託者は本委託業務の履行期間満了までにおいて、機構の指示により次期委託会社に対し全業務
の引継ぎ及び技術指導を行うこと。また、業務終了時においては、技術情報を含む業務によって得
た情報すべてを当機構へ書面等にて引き渡すこと。 
現委託業者よりの引継ぎについては受託者と別途協議を行うこととする。 

 
12. 業務履行上の注意 

12.1. 「よこすか」、「深海調査システム」等の改良及び改造工事並びにそれに関する物品の購入は、
事前に機構と協議のうえ承諾を得ること。 

 
12.2. 入渠造船所の選定に当たっては、一般公募を原則とし、技術力、経費等を検討のうえ決定し、

機構に報告すること。なお、入渠造船所の選定に関して特別な事由等がある場合は、事前に機
構に連絡し、協議のうえ造船所を決定すること。 

 
12.3. 調達に当たっては、入札もしくは見積り合せ等により、極力経費削減に努めること。 
 
12.4. 本委託業務を実施するために必要な機構の施設、設備(クレーン、高圧実験水槽等)、清水及び

電力等は無償で使用できるものとする。また安全講習等に関する会議室の使用及びフォークリ
フト等の車両も申請を行うことにより使用できるものとする。 

 
12.5. 別途協議により、機構が認めた場合には、受託者の技術向上を目的として、受託者は機構が

実施する航海に研修員を乗船させることができる。ただし、研修員の乗船にかかる一切の費用
は受託者の負担とする。 

 
12.6. 受託者は業務の一部を従事させた下請業者の一切の責任を負うこと。 
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12.7. 海難事故等の際は付保されたすべての保険の処理を支援すること。 

12.8.  7.(4).3)の各種法令順守に関連し、外国為替及び外国貿易法に基づく特定類型（「特定類型の
該当性の判断に係るガイドライン」参照）に該当する被用者の確認を行い、回答すること。 
（※仕様書内 7.2, 7.3, 7.4, 7.5, 7.6に記載の業務が該当される想定） 

13.その他
本仕様書に関し疑義が生じたときは、協議のうえ決定する。
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(2025年8,000ｍ化完了予定)
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